予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：社会教育費　目：社会教育施設費
	事業名: 図書館ネットワーク推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

教育委員会　図書館　総務課　管理調整係　電話番号：058-275-5111（内291）

E-mail：c27205@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,817千円（前年度予算額：2,817千円）
	要求内容


	１　要求の内容


全県民への格差のない図書館サービスを提供するため、県図書館が市町図書館等の活動を支援し、その振興を図ります。

(１)　図書館訪問事業
　・市町図書館及び公民館図書室を訪問し、専門的な助言、資料等の援助

(２)　資料支援事業

・県内市町図書館等　週1回往復　貸出・返却

　・調べ学習用図書・朝読書用図書セットの貸出

　　・大学図書館及び県外図書館等との貸出返却　

(３)　図書館職員研修会開催事業

県内市町村図書館職員等を対象に、「児童サービス実践研修講座」「レファレンス等についての専門的研修会」「初任者専門研修会」を各１回開催

	２　所要経費


(１)　図書館等訪問事業　　　　　　193千円

(２)　資料支援事業　　　　　　　2,475千円

(３)　図書館職員研修会開催事業　　149千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	2,817
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,817

	要求額
	2,817
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,817

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内どの地域に住む県民も、等しく質の高い図書館サービスを受けられる環境を整えるため、訪問による専門的助言、資料支援、研修事業の三つの事業を通して、県内市町村図書館等を支援し、その振興を図ります。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	相互貸借定期便　県内図書館利用数（冊数）
	7,558冊
（H21）
	8,127冊
（H22）
	（H　）
	8,648冊
（H23）
	9,100冊
（H25）
	95.0％


	県内図書館職員向け研修における満足度指数
	89.0%
（H21）
	88.0%
（H22）
	93.3%
（H23）
	96.0%
（H24）
	90.0%
（H25）
	106.7％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（1） 図書館訪問事業
　・市町図書館3館の訪問を実施、公民館図書室全8館の訪問を11～12月に予定。

（2） 資料支援事業

　・学校図書館への授業や調べ学習に活用できるセット文庫の貸出利用が、9月末までの時点で54校（前年同時期51校）と増加傾向。
（3） 図書館職員研修会開催事業

　・初任者専門研修　平成24年6月1日、瑞浪市民図書館（参加者53名）

　・児童サービス実践研修講座　平成24年11月2日、高山市図書館(参加者33名)


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
図書館訪問で全市町村図書館を訪問することは困難なため、地区別に職員を対象とした意見交換会を実施するほか、今年度より各図書館館長を対象とした意見交換会も実施し、図書館運営における長期的、大局的な課題について交流できた。

図書館職員研修においては、新司書課程科目を導入し、初任者だけでなく、中堅職員のスキルアップ、新たな知識の習得に寄与することができた。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	すべての県民が身近な図書館で多様なサービスを受けられるよう、市町村図書館等のサービス向上に貢献することは、県の中核図書館として第一に担うべき役割であり、そのための資料支援や物流確保、図書館職員のスキルアップのための研修の開催は必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　図書館資料の配送を利用した相互貸借定期便の利用冊数は年々増加する傾向にあり、図書資料費等の削減に伴い、限られた資料を有効に活用するために、他の図書館からの借受けを利用するなど、活用されている。また、各学校図書館において、調べ学習等に活用できる図書資料をまとまった冊数準備することは難しいが、図書館で準備し、それを貸出すことで、多くの学校でその資料を活用することができる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　図書館職員を対象とした研修については、研修参加機会の地域格差を解消するために、県下各地で開催するなど、効率的な実施を行っている。また、新学習指導要領に基づいた図書リストをホームページ上で提供し、県下の学校図書館の選書に役立つ情報を発信した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内市町村図書館等に対して、宅配便により週１回往復で、県図書館の所蔵資料や県内図書館、東海北陸地区図書館の資料の配送を行っているが、利用を求める県民の手元に届くまでに時間がかかっている。いち早く資料を提供するため、配送のありかたについて考えていきたい。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　すべての県民がよりよい図書館サービスを受けることができるよう、図書資料配送の物流の確保、市町村図書館等職員のスキルアップのための研修の充実、学校図書館への資料援助、大学図書館や県外図書館とのネットワークの拡大等、県の中核図書館として広域的なサービスを念頭に、県内図書館全体のレベルアップに努めていく。


